
 

 

 

 

県民経済計算は、国民経済計算の基本的な考え方や仕組みに基づき、県内あるいは県民

の 1年間の経済活動により新たに生み出された価値（付加価値）を、生産・分配・支出

の３つの側面から総合的に捉えた経済統計です。 

令和３年度（2021年度）長野県の県民経済計算の概要について、以下のとおりまとめま

した。 

 

 
海外経済の需要回復などの影響を受け、製造業の県内総生産（名目）が対前年度増加率 13.2％

となったことで、経済成長率は名目で 3.8％、実質で 4.2％となりました。 

■ 県内総生産（名目） 8兆 6243 億円、名目経済成長率 3.8％ 

■ 県内総生産（実質） 8兆 6078 億円、実質経済成長率 4.2％ 

■ １人当たり県民所得 294 万９円、対前年度比 4.7％  

■ １人当たり家計可処分所得※ 251万円、対前年度比 -4.2％ 

（※国際連合が定める「国民経済計算体系（SNA）」の中で家計の豊かさを示す有益な指標とされています） 

 

 

 

 

「令和３年度（2021 年度）長野県の県民経済計算」の詳細は以下の URL を参照してください。 

URL： https://www.pref.nagano.lg.jp/tokei/tyousa/sna.html 
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令和３年度（2021 年度）長野県の県民経済計算の概要をお知らせします 

 概 要 

長野県（企画振興部）プレスリリース 令和６年（2024 年）５月 21 日 

（問合せ先） 
企画振興部 総合政策課統計室 統計第一係 

吉澤、加藤 
電 話：（直通）026-235-7070         
    （代表）026-232-0111（内線）5118 
ＦＡＸ：026-235-0517 
Ｅ-mail tokei@pref.nagano.lg.jp 

長野県は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。 



 

図表１ 長野県及び国の主要指標 

 

 

図表２ 長野県の経済活動別県内総生産（名目） 

 
 

 

8 兆 億円 3.8 8 兆 億円 -2.4

8 兆 億円 4.2 8 兆 億円 -2.8

5 兆 億円 4.0 5 兆 億円 -5.2

万 9 千円 4.7 万 6 千円 -4.6

万 0 千円 -4.2 万 9 千円 5.1

550 兆 億円 2.4 537 兆 億円 -3.5

540 兆 億円 2.5 527 兆 億円 -4.1

395 兆 億円 5.5 375 兆 億円 -6.6

万 5 千円 6.0 万 5 千円 -6.4

万 1 千円 -2.0 万 2 千円 3.9
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寄与度(％) 構成比(％)

令和３年度 令和２年度 増減額 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和３年度

第１次 １ 農林水産業 143,575 156,167 -12,592 -8.1 2.0 -0.2 1.7

２ 鉱　業 7,313 7,510 -197 -2.6 1.1 0.0 0.1

３ 製造業 2,645,979 2,337,975 308,004 13.2 -1.4 3.7 30.7

４ 建設業 567,587 596,865 -29,278 -4.9 26.0 -0.4 6.6

第３次 ５ 電気･ガス･水道・廃棄物処理業 202,620 235,770 -33,150 -14.1 1.2 -0.4 2.3

６ 卸売･小売業 813,147 771,781 41,366 5.4 -6.6 0.5 9.4

７ 運輸・郵便業 289,856 294,805 -4,949 -1.7 -17.5 -0.1 3.4

８ 宿泊・飲食サービス業 137,113 143,894 -6,781 -4.7 -47.9 -0.1 1.6

９ 情報通信業 238,210 234,078 4,132 1.8 2.4 0.0 2.8

10 金融･保険業 299,734 284,595 15,139 5.3 1.7 0.2 3.5

11 不動産業 915,775 917,968 -2,193 -0.2 0.0 0.0 10.6

12 専門・科学技術、業務支援サービス業 495,241 482,287 12,954 2.7 0.2 0.2 5.7

13 公　務 388,183 376,647 11,536 3.1 -5.9 0.1 4.5

14 教　育 334,175 336,703 -2,528 -0.8 0.8 0.0 3.9

15 保健衛生・社会事業 795,093 785,063 10,030 1.3 -0.5 0.1 9.2

16 その他のサービス 326,866 315,757 11,109 3.5 -10.1 0.1 3.8

17 その他 23,854 29,987 -6,133 -20.5 2.7 -0.1 0.3

県内総生産（1～17） 8,624,321 8,307,852 316,469 3.8 -2.4 3.8 100.0

第１次産業 143,575 156,167 -12,592 -8.1 2.0 -0.2 1.7

第２次産業 3,220,879 2,942,350 278,529 9.5 3.2 3.4 37.3

第３次産業 5,236,013 5,179,348 56,665 1.1 -5.4 0.7 60.7

（注）　・ 単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳が一致しないことがあります。

　　　　・ 寄与度とは、全体の対前年度増加率に対し、各項目がどの程度影響を与えたかを示すものです。

        ・ 「17 その他」：輸入品に課される税・関税、総資本形成に係る消費税（控除項目）

対前年度増加率(％)

第２次

（参考）

実額(100万円)
産業区分



 

図表３ 長野県及び国の１人当たり県（国）民所得の推移 

 

 

図表４ 長野県及び国の１人当たり家計可処分所得の推移 

 

 

（注） ・ 県内総生産とは、県内において一年間に生産された財貨・サービスの付加価値の合計のことです。 

・ 経済成長率とは、名目値・実質値それぞれの対前年度増加率です。  

・ 名目値とは、各年度において実際に市場で取引された価格に基づいて推計した値です。 

・ 実質値とは、基準時点(平成 27（2015）暦年)における価格に基づいて推計した値で、価格変動の影響を名目値

から除いたものです。 

・ 国の数値は「2021 年度（令和３年度）国民経済計算年次推計」によります。（内閣府経済社会総合研究所 国

民経済計算部） 

・ 数値は、単位未満を四捨五入して表示しているため、総数と内訳の和などが一致しないことがあります。 

・ １人当たり県民所得は、県民所得（＝雇用者報酬＋財産所得＋企業所得）を県の総人口で除したもので、企業

の利益などを含んでおり、県民個人の所得や賃金の水準を示すものではありません。 

・ １人当たり家計可処分所得は、家計の可処分所得を県の総人口で除したもので、税や社会保障などによる所得

の再分配が行われた後の家計の所得水準を示すものです。 

・ 推計対象期間は平成 23 年度（2011 年度）から令和３年度（2021 年度）としています。また、最新値の公表に

あわせて、平成 23 年度（2011 年度）までの既公表の数値を遡及改定しています。計数を利用される場合は、最

新の数値を参照してください。 
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